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（百万円未満切捨て）

1. 平成28年3月期第2四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第2四半期 45,801 8.7 △2,353 ― △2,201 ― △2,078 ―
27年3月期第2四半期 42,129 17.8 △2,080 ― △2,039 ― △2,778 ―

（注）包括利益 28年3月期第2四半期 △2,507百万円 （―％） 27年3月期第2四半期 △530百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

28年3月期第2四半期 △15.09 ―
27年3月期第2四半期 △20.17 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年3月期第2四半期 122,524 68,556 54.9
27年3月期 142,509 71,840 49.5

（参考）自己資本 28年3月期第2四半期 67,214百万円 27年3月期 70,515百万円

2. 配当の状況
年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00

28年3月期 ― 5.00

28年3月期（予想） ― 5.00 10.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２８年３月期第２四半期末配当金の内訳　記念配当　5円00銭

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 135,000 2.1 7,000 △9.2 7,200 △9.3 3,500 △75.6 25.41

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
（注）詳細は、添付資料Ｐ．３ 「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期2Q 137,976,690 株 27年3月期 137,976,690 株

② 期末自己株式数 28年3月期2Q 246,678 株 27年3月期 240,906 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期2Q 137,732,999 株 27年3月期2Q 137,739,942 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（四半期決算補足説明資料および四半期決算説明会内容の入手方法）
当社は、平成27年11月12日（木）に機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会の資料については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する
予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

①売上高および利益に関する当社グループの傾向 

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の売上

高、利益ともに他の四半期連結会計期間と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度に占める第２

四半期連結累計期間の売上高、利益は相対的に低くなっております。 

 

②概況 

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、中国をはじめとする新興国経済の成長は減速しているものの、

堅調に推移する米国景気に欧州景気の持ち直しなども加わり、全体として回復に向かいつつあります。 

 わが国経済におきましても、円安進行による輸入コスト上昇の影響はあったものの、政府の経済政策および日銀

の金融緩和の効果を背景に企業収益や雇用・所得環境の改善、個人消費の持ち直しなどにより景気は穏やかに回復

しております。一方で、中国をはじめとする新興国の景気減速により、先行きについては下振れリスクが懸念され

ております。 

 このような経済環境の中で、当社グループは売上高の増大を図るべく積極的な営業活動を展開するとともに、継

続的な収益確保とさらなる成長を果たすための強じんな経営体質構築ならびに日清紡ホールディングス㈱のエレク

トロニクス事業グループ全体の経営基盤強化に向け、「成長戦略の遂行」と「グローバルレベルでのコスト構造改

革」を基本方針とした「新たな成長に向けた事業構造改革」を実施しております。 

 当連結累計期間における取り組み状況といたしましては、長野日本無線㈱から取得した事業用地に建設を計画し

ていた技術開発の中核拠点となる先端技術センター、生産の主要拠点となる新生産棟など長野事業所のすべての建

物が前事業年度中に完成し、現在、本格稼働に向け設備・要員の移転を進めております。さらに、新日本無線㈱か

ら取得した埼玉県の事業用地へシステムエンジニアリング、研究開発等の機能および要員を移転すべく、建物の建

設に着工しました。これら一連の移転に伴い遊休化する三鷹製作所の土地建物の一部を前事業年度に譲渡しました

が、残りの土地建物についても順次売却する予定であります。 

 また、海上機器事業を拡大すべく、連結子会社のAlphatron Ｍarine Beheer B.V.（オランダ ロッテルダム市）

と共同開発したブリッジシステムなど戦略商品を市場投入するとともに、販売・サービス体制の再編・強化に取り

組んでおります。 

 当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、ソリューション・特機事業および通信機器事業において投

資需要低迷の影響により前期を下回ったものの、海上機器事業が事業環境の好転を受け前期を上回りました。この

結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は45,801百万円(前年同期比8.7%増)となりました。 

 利益につきましては、費用の増加などにより営業損失が2,353百万円(前年同期は2,080百万円の営業損失)となり

前年同期から272百万円の悪化、経常損失は2,201百万円(前年同期は2,039百万円の経常損失)となり前年同期から

162百万円の悪化となりました。なお、親会社株主に帰属する四半期純損失は、税効果の影響などにより2,078百万

円(前年同期は2,778百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失)と699百万円の改善となりました。 

 

 当第２四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、セグメント利益または損失は、営業利益(または営業損失)ベースの数値であります。 

 

(海上機器事業） 

 商船新造船向け機器、商船換装向け機器ともに順調に推移し売上が増加しました。また、連結子会社の

Alphatron Ｍarine Beheer B.V.も好調に売上を拡大しました。

 この結果、海上機器事業の売上高は22,298百万円(前年同期比36.9%増)、セグメント利益は1,182百万円(前年同

期は161百万円のセグメント損失)となりました。 

 

（通信機器事業） 

 顧客需要の低迷により業務用無線機の売上が減少しました。またPHS端末機器も在庫調整の影響を受け売上が減

少しました。

 この結果、通信機器事業の売上高は5,894百万円(前年同期比18.4%減)となりましたが、費用の減少などにより、

セグメント損失は390百万円(前年同期は442百万円のセグメント損失)となりました。

 

（ソリューション・特機事業） 

 防災事業における大型案件の出荷一巡を受け、県・市町村向け防災無線システムと水・河川情報システムの売上

が減少しました。

 この結果、ソリューション・特機事業の売上高は16,578百万円(前年同期比6.2%減)、セグメント損失は3,086百

万円(前年同期は1,308百万円のセグメント損失)となりました。
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（その他) 

 上記のセグメントに含まれない「その他」(連結子会社の業績等)の売上高は1,029百万円(前年同期比10.4%増)、

セグメント損失は73百万円(前年同期は77百万円のセグメント損失)となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 総資産は、前連結会計年度末に比べ19,984百万円減少し、122,524百万円となりました。主な要因は、仕掛品等

の棚卸資産の増加6,589百万円、繰延税金資産（流動）の増加1,682百万円、関係会社短期貸付金の増加5,883百万

円、建物および構築物（純額）の増加1,026百万円、受取手形および売掛金の減少35,719百万円によるものです。

 負債は、前連結会計年度末に比べ16,701百万円減少し、53,968百万円となりました。主な要因は、前受金の増加

2,789百万円、支払手形および買掛金の減少15,717百万円、未払法人税等の減少2,450百万円によるものです。

 純資産は、前連結会計年度末に比べ3,283百万円減少し、68,556百万円となりました。主な要因は、剰余金の配

当688百万円および親会社に帰属する四半期純損失2,078百万円による利益剰余金の減少です。

 以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ5.4ポイント上昇し、54.9％となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成28年3月期の通期連結業績予想につきましては、平成27年10月26日に「業績予想の修正に関するお知らせ」

で公表しております。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 （会計方針の変更） 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年9月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成25年9月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期

間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項(4)、連結会計基準第44－5項(4)および事

業分離等会計基準第57－4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

- 3 -

日本無線（株）(6751)
平成28年3月期　第２四半期決算短信



３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,136 4,088 

受取手形及び売掛金 61,101 25,382 

有価証券 3 3 

商品及び製品 9,254 10,302 

仕掛品 20,230 25,927 

原材料及び貯蔵品 4,767 4,612 

前渡金 1,005 1,099 

関係会社短期貸付金 1,575 7,459 

繰延税金資産 1,653 3,335 

その他 1,494 2,371 

貸倒引当金 △191 △196 

流動資産合計 105,032 84,386 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 12,582 13,608 

機械装置及び運搬具（純額） 762 869 

工具、器具及び備品（純額） 1,951 2,223 

土地 4,847 4,843 

リース資産（純額） 68 96 

建設仮勘定 1,148 956 

有形固定資産合計 21,361 22,598 

無形固定資産    

のれん 1,507 1,294 

その他 1,070 1,136 

無形固定資産合計 2,577 2,430 

投資その他の資産    

投資有価証券 7,631 6,992 

長期貸付金 289 385 

退職給付に係る資産 3,589 3,708 

繰延税金資産 830 789 

その他 3,066 2,209 

貸倒引当金 △1,868 △976 

投資その他の資産合計 13,538 13,109 

固定資産合計 37,477 38,138 

資産合計 142,509 122,524 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 31,629 15,911 

短期借入金 3,234 4,117 

リース債務 84 87 

未払費用 2,373 2,343 

未払法人税等 2,887 436 

前受金 4,167 6,957 

預り金 208 183 

製品保証引当金 54 51 

偶発損失引当金 － 575 

その他 8,662 6,202 

流動負債合計 53,302 36,868 

固定負債    

長期借入金 3,000 3,000 

リース債務 159 192 

繰延税金負債 287 206 

環境対策引当金 79 74 

退職給付に係る負債 12,175 12,039 

資産除去債務 449 446 

その他 1,215 1,139 

固定負債合計 17,366 17,099 

負債合計 70,669 53,968 

純資産の部    

株主資本    

資本金 14,704 14,704 

資本剰余金 16,504 16,504 

利益剰余金 38,627 35,859 

自己株式 △75 △78 

株主資本合計 69,760 66,990 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,681 1,144 

為替換算調整勘定 215 58 

退職給付に係る調整累計額 △1,142 △979 

その他の包括利益累計額合計 754 223 

非支配株主持分 1,325 1,342 

純資産合計 71,840 68,556 

負債純資産合計 142,509 122,524 
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（２）四半期連結損益計算書および四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 42,129 45,801 

売上原価 33,870 37,223 

売上総利益 8,259 8,578 

販売費及び一般管理費 10,340 10,931 

営業損失（△） △2,080 △2,353 

営業外収益    

受取利息 34 23 

受取配当金 60 88 

持分法による投資利益 1 116 

為替差益 48 － 

その他 63 43 

営業外収益合計 207 272 

営業外費用    

支払利息 58 51 

固定資産除却損 61 32 

為替差損 － 15 

その他 46 21 

営業外費用合計 166 120 

経常損失（△） △2,039 △2,201 

特別利益    

固定資産売却益 47 － 

投資有価証券売却益 43 － 

特別利益合計 91 － 

特別損失    

減損損失 63 24 

投資有価証券評価損 － 9 

退職給付制度改定損 240 － 

事業構造改善費用 359 387 

偶発損失引当金繰入額 － 575 

特別損失合計 663 997 

税金等調整前四半期純損失（△） △2,611 △3,198 

法人税、住民税及び事業税 130 260 

法人税等調整額 △51 △1,544 

法人税等合計 79 △1,284 

四半期純損失（△） △2,691 △1,914 

非支配株主に帰属する四半期純利益 87 164 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,778 △2,078 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純損失（△） △2,691 △1,914 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 275 △532 

為替換算調整勘定 △154 △218 

退職給付に係る調整額 2,021 151 

持分法適用会社に対する持分相当額 18 6 

その他の包括利益合計 2,160 △592 

四半期包括利益 △530 △2,507 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △570 △2,609 

非支配株主に係る四半期包括利益 39 102 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △2,611 △3,198 

事業構造改善費用 359 387 

減価償却費 1,148 1,251 

減損損失 63 24 

のれん償却額 119 114 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51 4 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 944 △171 

受取利息及び受取配当金 △94 △111 

支払利息 58 51 

持分法による投資損益（△は益） △1 △116 

売上債権の増減額（△は増加） 30,547 34,632 

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,668 △6,782 

仕入債務の増減額（△は減少） △10,440 △15,639 

その他 3,242 3,060 

小計 14,719 13,508 

利息及び配当金の受取額 117 140 

利息の支払額 △59 △51 

法人税等の支払額 △267 △2,673 

特別退職金の支払額 △156 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,353 10,922 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △220 △290 

定期預金の払戻による収入 160 200 

短期貸付金の純増減額（△は増加） △10,155 △5,883 

有形固定資産の取得による支出 △4,457 △4,986 

投資有価証券の取得による支出 △4 △4 

その他 △36 △132 

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,713 △11,096 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 673 968 

長期借入金の返済による支出 △26 － 

配当金の支払額 △0 △685 

非支配株主への配当金の支払額 △75 △83 

その他 △47 △55 

財務活動によるキャッシュ・フロー 523 143 

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 △109 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 180 △138 

現金及び現金同等物の期首残高 3,465 3,786 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 112 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,758 3,648 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成26年4月1日 至平成26年9月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
海上 
機器 

通信 
機器 

ソリュー
ション・ 
特機 

計 

売上高                

外部顧客への 

売上高 
16,291 7,225 17,679 41,196 933 42,129 － 42,129 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,504 － 536 2,041 2,215 4,256 △4,256 － 

計 17,796 7,225 18,216 43,237 3,148 46,386 △4,256 42,129 

セグメント利益 

又は損失(△) 
△161 △442 △1,308 △1,912 △77 △1,989 △90 △2,080 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額△90百万円等

が含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

  なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要な変更等はありません。なお、「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を63百万円計上して

おり、「海上機器」セグメントにおいて、のれんの償却額を119百万円計上しております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成27年4月1日 至平成27年9月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
海上 
機器 

通信 
機器 

ソリュー
ション・ 
特機 

計 

売上高                

外部顧客への 

売上高 
22,298 5,894 16,578 44,771 1,029 45,801 － 45,801 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

3,761 － 326 4,087 1,009 5,096 △5,096 － 

計 26,059 5,894 16,904 48,859 2,039 50,898 △5,096 45,801 

セグメント利益 

又は損失(△) 
1,182 △390 △3,086 △2,293 △73 △2,366 13 △2,353 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額13百万円等が

含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

  なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要な変更等はありません。なお、「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を24百万円計上して

おり、「海上機器」セグメントにおいて、のれんの償却額を114百万円計上しております。

 

４．その他

 受注の状況 

 当第２四半期連結累計期間における受注の状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

海上機器 22,914 △0.7 24,220 11.5

通信機器 5,848 △28.2 1,629 △38.4

ソリューション・特機 34,330 △8.4 58,379 △9.3

その他 1,030 8.2 6 △70.5

合計 64,123 △7.9 84,236 △5.1

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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